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４．鉄道（１Ａ３ｃ） 

 

(１) 鉄道車両（ディーゼル機関）の運行に伴う排出（1A3c）CH4 

① 背景 
平成 15年度の国内の輸送に伴うエネルギー消費量全体の約 4.2％を鉄道が占めており、鉄道全

体で消費されるエネルギーの約 5.3％がディーゼル機関車によって消費される軽油のエネルギー

である（「平成 17年版交通関係エネルギー要覧」、国土交通省）。ここではディーゼル機関車から

排出される CH4の量を算定する。 

② 算定方法 

（a）算定の対象 
各算定基礎期間においてディーゼル機関車の走行に伴って排出される CH4の量。 

（b）算定方法の選択 
GPG(2000)では、鉄道に関しては、算定方法を選定するための考え方等が示されていない。こ

こでは、燃料消費量に基づく一般的な方法を採用した。 

（c）算定式 
ディーゼル機関車の軽油の消費量に、排出係数を乗じて算定する。 

AEFE ×=  

E : ディーゼル機関車からの CH4排出量（kgCH4） 
EF : 排出係数（kgCH4/kℓ ） 
A : 各算定基礎期間におけるディーゼル機関車の年間軽油消費量（kℓ /年） 

 

（d）算定方法の課題 
・ 特になし。 

③ 排出係数 

（a）定義 
ディーゼル機関車における燃料 1kℓ の消費に伴って排出される kgで表した CH4の量。 

（b）設定方法 
ディーゼル機関車からの CH4の排出については、国内では実測されていないため、1996 年改

訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.004ｇ/MJ（下表参照）を採用する。 

これを下式により換算して、CH4の排出係数は 0.15kg/kℓ （軽油）となる。 

   0.004ｇ/MJ×0.0041868MJ/kcal×低位発熱量(9,200kcal/ℓ ×0.95)＝0.15kg/kℓ  

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

る軽油の標準単位 38.2MJ/ℓ を用いる。 

   0.004ｇ/MJ×低位発熱量(38.2MJ/ℓ ×0.95)＝0.15kg/kℓ  
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表 289 1996年改訂 IPCCガイドライン 

 
 

（c）排出係数の推移 

表 290  1990～2003年度の CH4排出係数（単位：kgCH4/kl） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

排出係数 0.15  0.15 0.15 0.15 0.15 0.15  0.15 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

排出係数 0.15  0.15 0.15 0.15 0.15 0.15  0.15 

 

（d）排出係数の出典 
 

表 291  排出係数の出典 
資料名 IPCCガイドライン 
発行日 1996年 
対象データ 鉄道ディーゼル機関からの CH４排出係数 
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（e）排出係数の課題 
・ 特になし。 

④ 活動量 

（a）定義 
各算定基礎期間におけるディーゼル機関車の軽油の消費量。 

（b）活動量の把握方法 
「鉄道統計年報」の値を採用する。 

 

（c）活動量の推移 

表 292  1990～2003年度の活動量（単位：千 kl） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

活動量 356  352 343 324 321 313  309 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

活動量 297  295 278 270 258 255  240 

 

（d）活動量の出典 

表 293  軽油の消費量の出典 
資料名 平成 15年 鉄道統計年報 
発行日 2005年 
記載されている

最新のデータ 2003年度のデータ 

対象データ 「5.資材 （17）運転用電力、燃料及び油脂消費額表」（471
～473ページ）中の軽油消費量（kℓ ） 

 

（e）活動量の課題 
・ 特になし。 

⑤ 排出量の推移 
 

表 294  1990～2003年度の CH4排出量（単位：GgCH4） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

排出量 0.053  0.053 0.051 0.049 0.048 0.047  0.046 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

排出量 0.045  0.044 0.042 0.040 0.039 0.038  0.036 

 

⑥ その他特記事項 
・ 特になし。 
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⑦ 不確実性評価 

（a）排出係数 

1） 評価方法 
鉄道の排出係数は、IPCC ガイドラインのデフォルト値を採用している。排出係数の不確実

性評価のデシジョンツリーに従い、平成 14 年度算定方法検討会の設定する標準的値を採用す

る。 

 なお、GPG(2000)では鉄道（内燃機関）からの排出係数に関する不確実性については記載さ

れていない。 

2） 評価結果 
排出係数の不確実性は 5.0％である。 

3） 評価方法の課題 
・ 特になし。 

（b）活動量 

1） 評価方法 
鉄道の活動量は、鉄道統計年報（鉄道事業法に基づく報告義務による、指定統計以外の全数

調査に該当）に基づく値である。活動量の不確実性評価のデシジョンツリーに従い、平成 14

年度算定方法検討会の設定した活動量の不確実性の標準的値を用いる。 

なお、GPG(2000)では鉄道（内燃機関）の活動量に関する不確実性については記載されてい

ない。 

2） 評価結果 
活動量の不確実性は、10.0％である。 

3） 評価方法の課題 
・ 鉄道統計年報は全数調査であるため、検討会の設定した活動量の不確実性の標準的値は過大

評価の可能性がある。統計的処理に基づく不確実性を検討する必要がある。 

（c）排出量 
排出量の不確実性は、排出係数の不確実性と活動量の不確実性を用いて次式のとおり算定する。 

22
AEF UUU +=  

U : 排出量の不確実性 
UEF : 排出係数の不確実性 
UA : 活動量の不確実性 

 

表 295 排出量の不確実性算定結果 

排出源 排出係数 
（kgCH4/kl） 

排出係数の

不確実性 
（%） 

活動量 
（千 kl/年）

活動量の 
不確実性 
（%） 

排出量 
（GgCH4） 

排出量の

不確実性

（%） 
ディーゼル機関車 0.15 5.0 240 10.0 0.036 11.2
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⑧ 今後の調査方針 
鉄道（ディーゼル機関車）の排出係数については国内での実測は行われておらず、計測方法も

含めて実測する必要があるかどうかについて検討する。 
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(２) 鉄道車両（蒸気機関車）の運行に伴う排出（1A3c）CH4 

① 背景 
日本国鉄では 1976年に固形燃料の鉄道車両（蒸気機関車；SL）の使用が終了したが、1979年

から観光用の SLの運転が開始され、JR化後は複数の路線で SLが定期的に運転されている。ま

た、私鉄でも SLの運転を定期的に行っているところが複数存在する。 

② 算定方法 

（a）算定の対象 
蒸気機関車の走行に伴って排出される CH4の量。 

（b）算定方法の選択 
国内の鉄道での石炭消費量から排出量を算定する方法を採用した。 

（c）算定式 
蒸気機関車の石炭の消費量に、排出係数を乗じて算定する。 

AEFE ×=  

E : 蒸気機関車からの CH4排出量（kgCH4/年） 
EF : CH4排出係数（kgCH4/ｔ） 
A : 蒸気機関車の年間石炭消費量（ｔ/年） 

（d）算定方法の課題 
・ 特になし。 

③ 排出係数 

（a）定義 
蒸気機関車における燃料 1ｔの消費に伴って排出される kgで表した CH4の量。 

（b）設定方法 
蒸気機関車からの CH4の排出については、国内では実測されていないため、1996年改訂 IPCC

ガイドラインのデフォルト値 10kｇ/TJ（下表参照）を採用する。 

これを下式により換算して、CH4の排出係数は 0.25kgCH4/ｔとなる。 

CH4排出係数：10kｇ/TJ×10-6TJ/MJ×0.0041868MJ/kcal 

×低位発熱量(6,200kcal/kg×0.951)×103kg/ｔ＝0.25kgCH4/ｔ 

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

る輸入一般炭の標準単位 26.6MJ/kgを用いる。 

CH4排出係数：10kｇ/TJ×10-6TJ/MJ×(26.6MJ/kg×0.95)×103kg/ｔ＝0.25kgCH4/ｔ 

                                                  
1 0.95は、日本の統計類のエネルギーベースである高位発熱量と IPCCのエネルギーベースである低位発熱
量の間の変換係数である。出典は、IPCCガイドライン P1.24の TABLE1-4中の注釈(a)、あるいは IPCC
グッドプラクティスガイダンス P2.90の 5～6行目。 
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表 296 1996年改訂 IPCCガイドライン（蒸気機関車の CH4排出係数） 

 
 

表 297  排出係数の出典 
資料名 IPCCガイドライン 
発行日 1996年 
対象データ 蒸気機関車からの CH４排出係数 

 

（c）排出係数の推移 
1990～2003年度の排出係数は、下表のようになる。 
 

表 298  1990～2003年度の蒸気機関車 CH4排出係数（単位：kgCH4/ｔ） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

排出係数 0.25  0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

排出係数 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

 

（d）排出係数の課題 
国内での実測は行われておらず、計測手法も含めて実測の必要があるかどうかについて検討

する。 
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④ 活動量 

（a）定義 
蒸気機関車の石炭の消費量（ｔ/年）。 

（b）活動量の把握方法 
「鉄道統計年報」（国土交通省）の「運転用電力、燃料及び油脂消費額表」中の「その他の

燃料 代価」を、蒸気機関車による石炭消費量と見込む。この数値は金額ベースであるため、

石炭価格（省エネルギーセンター「エネルギー・経済統計要覧 2005」の輸入一般炭価格）で

除して消費量を推計する。 

蒸気機関車に使用されている石炭は瀝青炭（一般炭）、あるいは瀝青炭と無煙炭の混合のケー

スが多いので、ここでは輸入一般炭の価格を用いることとした。 

 

表 299  石炭消費量の出典 
資料名 平成 2～15 年 鉄道統計年報 

発行日 ～2005年 
記載されている

最新のデータ ～2003年度のデータ 

対象データ 「5.資材 （17）運転用電力、燃料及び油脂消費額表」（そ

の他の燃料 代価） 

 

表 300  石炭価格の出典 
資料名 「エネルギー・経済統計要覧 2005」 

発行日 2005年 2月 4日 
記載されている

最新のデータ 1990～2003年度のデータ 

対象データ 「4.エネルギー価格 (2)エネルギー源別輸入 CIF 価格」

（一般炭）P45 

 

（c）活動量の推移 
蒸気機関車の石炭消費量の経年推移は下表に示すとおりである。 

 

表 301  1990～2003年度の蒸気機関車の石炭消費量 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

その他の燃料代価*1     (千円) 119,272 91,057 91,446 97,222 101,715 92,645 86,513
石炭価格（輸入一般炭）*2(円/t) 7,206 6,609 5,990 4,881 4,348 4,781 5,457
石炭使用量              (千 t) 16.6 13.8 15.3 19.9 23.4 19.4 15.9

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

その他の燃料代価*1     (千円) 89,980 92,114 98,783 107,183 105,204 89,082 90,956
石炭価格（輸入一般炭）*2(円/t) 5,437 5,016 3,917 3,808 4,939 4,367 4,127
石炭使用量              (千 t) 16.5 18.4 25.2 28.1 21.3 20.4 22.0

*1：出典は国土交通省鉄道局「鉄道統計年報」（5.資材(17)運転用電力、燃料及び油脂消費額表） 

*2：出典は省エネルギーセンター「エネルギー・経済統計要覧 2005」 
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（d）活動量の課題 
より適切な活動量の指標があれば、算定方法を更新する。 

⑤ 排出量の推移 
算定式に従って、蒸気機関車の石炭消費量に排出係数を乗じて排出量を算定した結果は、下表

に示すとおりである。 

 

表 302  1990～2003年度の蒸気機関車 CH4排出量（単位：Gg CH4） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

排出量 0.004  0.003 0.004 0.005 0.006 0.005  0.004 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

排出量 0.004  0.005 0.006 0.007 0.005 0.005  0.006 

 

⑥ その他特記事項 
・ 特になし。 

⑦ 不確実性評価 

（a）排出係数 
ディーゼル機関車（CH4）の場合と同様。排出係数の不確実性は 5.0％である。 

（b）活動量 
ディーゼル機関車（CH4）の場合と同様に、「鉄道統計年報」による石炭消費代価の不確実性は、

10.0％である。また、「エネルギー・経済統計要覧」による石炭価格の不確実性は、標本調査でデー

タ数・標準偏差を把握できず、指定統計以外の標本調査に対して算定方法検討会が設定した不確

実性 100％とする。活動量は、石炭消費代価を石炭価格で除算することにより得られる。この場

合の活動量の不確実性 UAは、分子の不確実性 UA1と分母の不確実性 UA2を用いて次式のとおり

算定する。 

2
2A

2
1AA UUU +=  

（c）排出量 
排出量の不確実性は、排出係数の不確実性と活動量の不確実性を用いて次式のとおり算定する。 

22
AEF UUU +=  

U : 排出量の不確実性 
UEF : 排出係数の不確実性 
UA : 活動量の不確実性 
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表 303 排出量の不確実性算定結果 

排出源 排出係数 
（kgCH4/ｔ） 

排出係数の

不確実性 
（%） 

活動量 
（千ｔ/年）

活動量の 
不確実性 
（%） 

排出量 
（GgCH4） 

排出量の

不確実性

（%） 
蒸気機関車 0.25 5.0 20.8 100.5 0.006 100.6
 

⑧ 今後の調査方針 

（a）排出係数 
国内での実測は行われておらず、計測手法も含めて実測の必要があるかどうかについて検討

する。 

（b）活動量の課題 
より適切な活動量の指標があれば、算定方法を更新する。 
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(３) 鉄道車両（ディーゼル機関）の運行に伴う排出（1A3c）N2O 

① 背景 
平成 15年度の国内の輸送に伴うエネルギー消費量全体の約 4.2％を鉄道が占めており、鉄道全

体で消費されるエネルギーの約 5.3％がディーゼル機関車によって消費される軽油のエネルギー

である（「平成 17年版交通関係エネルギー要覧」、国土交通省）。ここではディーゼル機関車から

排出される N2Oの量を算定する。 

② 算定方法 

（a）算定の対象 
各算定基礎期間におけるディーゼル機関車の走行に伴う N2Oの量。 

（b）算定方法の選択 
CH4の場合と同様。 

（c）算定式 
ディーゼル機関車の軽油の消費量に、排出係数を乗じて算定する。 

AEFE ×=  

E : ディーゼル機関車からの N2O排出量（kgN2O） 
EF : 排出係数（kg N2O/kℓ ） 
A : 各算定基礎期間におけるディーゼル機関車の年間軽油消費量（kℓ /年） 

 

（d）算定方法の課題 
・ 特になし。 

③ 排出係数 

（a）定義 
ディーゼル機関車における燃料 1kℓ の消費に伴って排出される kgで表した N2Oの量。 

（b）設定方法 
ディーゼル機関車からの N2O の排出については、国内では実測されていないため、1996 年改

訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.03ｇ/MJ（下表参照）を採用する。 

これを下式により換算して、N2Oの排出係数は 1.1kg/kℓ （軽油）となる。 

   0.03ｇ/MJ×0.0041868MJ/kcal×低位発熱量(9,200kcal/ℓ ×0.95)＝1.1kg/kℓ  

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

る軽油の標準単位 38.2MJ/ℓ を用いる。 

   0.03ｇ/MJ×低位発熱量(38.2MJ/ℓ ×0.95)＝1.1kg/kℓ  
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表 304 1996年改訂 IPCCガイドライン 

 
 

（c）排出係数の推移 

表 305  1990～2003年度の N2O排出係数（単位：kgN2O/kℓ ） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

排出係数 1.1  1.1 1.1 1.1 1.1 1.1  1.1 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

排出係数 1.1  1.1 1.1 1.1 1.1 1.1  1.1 

 

（d）排出係数の出典 

表 306  排出係数の出典 
資料名 IPCC改訂ガイドライン 
発行日 1996年 
対象データ 鉄道ディーゼル機関からの N2Oの排出係数 
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（e）排出係数の課題 
・ 特になし。 

④ 活動量 
CH4の場合と同様。 

表 307  1990～2003年度の活動量（単位：千 kℓ ） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

活動量 356  352 343 324 321 313  309 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

活動量 297  295 278 270 258 255  240 

 

⑤ 排出量の推移 

表 308  1990～2003年度の N2O排出量（単位：GgN2O） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

排出量 0.39  0.39 0.38 0.36 0.35 0.34  0.34 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

排出量 0.33  0.32 0.31 0.30 0.28 0.28  0.26 

 

⑥ その他特記事項 
・ 特になし。 

⑦ 不確実性評価 
ディーゼル機関車（CH4）の場合と同様。 

 

表 309 排出量の不確実性算定結果 

排出源 排出係数 
（kgN2O/kl） 

排出係数の

不確実性 
（%） 

活動量 
（千 kl/年）

活動量の 
不確実性 
（%） 

排出量 
（GgN2O） 

排出量の

不確実性

（%） 
ディーゼル機関車 1.1 5.0 240 10.0 0.26 11.2
 

 

⑧ 今後の調査方針 
CH4の場合と同様。 
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(４) 鉄道車両（蒸気機関車）の運行に伴う排出（1A3c）N2O 

① 背景 
日本国鉄では 1976年に固形燃料の鉄道車両（蒸気機関車；SL）の使用が終了したが、1979年

から観光用の SLの運転が開始され、JR化後は複数の路線で SLが定期的に運転されている。ま

た、私鉄でも SLの運転を定期的に行っているところが複数存在する。 

② 算定方法 

（a）算定の対象 
蒸気機関車の走行に伴って排出される N2Oの量。 

（b）算定方法の選択 
国内の鉄道での石炭消費量から排出量を算定する方法を採用した。 

（c）算定式 
蒸気機関車の石炭の消費量に、排出係数を乗じて算定する。 

AEFE ×=  

E : 蒸気機関車からの N2O排出量（kgN2O/年） 
EF : N2O排出係数（kgN2O/ｔ） 
A : 蒸気機関車の年間石炭消費量（ｔ/年） 

（d）算定方法の課題 
・ 特になし。 

③ 排出係数 

（a）定義 
蒸気機関車における燃料 1ｔの消費に伴って排出される kgで表した N2Oの量。 

（b）設定方法 
蒸気機関車からの N2Oの排出については、国内では実測されていないため、1996年改訂 IPCC

ガイドラインのデフォルト値 1.4kｇ/TJ（下表参照）を採用する。 

これを下式により換算して、N2Oの排出係数は 0.035kgN2O/ｔとなる。 

N2O排出係数：1.4kｇ/TJ×10-6TJ/MJ×0.0041868MJ/kcal 

×低位発熱量(6,200kcal/kg×0.95)×103kg/ｔ＝0.035kgN2O/ｔ 

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

る輸入一般炭の標準単位 26.6MJ/kgを用いる。 

N2O排出係数：1.4kｇ/TJ×10-6TJ/MJ×(26.6MJ/kg×0.95)×103kg/ｔ＝0.035kgN2O/ｔ 
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表 310 1996年改訂 IPCCガイドライン（蒸気機関車の N2O排出係数） 

 

 

表 311  排出係数の出典 
資料名 IPCCガイドライン 
発行日 1996年 
対象データ 蒸気機関車からの CH４及び N2O排出係数 

 

（c）排出係数の推移 
1990～2003年度の排出係数は、上記の排出係数と同じとする。 
 

表 312  1990～2003年度の蒸気機関車 N2O排出係数（単位：kgN2O/ｔ） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

排出係数 0.035 0.035 0.035 0.035 0.035 0.035 0.035

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

排出係数 0.035 0.035 0.035 0.035 0.035 0.035 0.035

 

（d）排出係数の課題 
国内での実測は行われておらず、計測手法も含めて実測の必要があるかどうかについて検討

する。 

④ 活動量 
CH4の場合と同様。 
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表 313  1990～2003年度の蒸気機関車の石炭消費量 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

その他の燃料代価*1     (千円) 119,272 91,057 91,446 97,222 101,715 92,645 86,513
石炭価格（輸入一般炭）*2(円/t) 7,206 6,609 5,990 4,881 4,348 4,781 5,457
石炭使用量              (千 t) 16.6 13.8 15.3 19.9 23.4 19.4 15.9

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

その他の燃料代価*1     (千円) 89,980 92,114 98,783 107,183 105,204 89,082 90,956
石炭価格（輸入一般炭）*2(円/t) 5,437 5,016 3,917 3,808 4,939 4,367 4,127
石炭使用量              (千 t) 16.5 18.4 25.2 28.1 21.3 20.4 22.0

*1：出典は国土交通省鉄道局「鉄道統計年報」（5.資材(17)運転用電力、燃料及び油脂消費額表） 

*2：出典は省エネルギーセンター「エネルギー・経済統計要覧 2005」 

⑤ 排出量の推移 
算定式に従って、蒸気機関車の石炭消費量に排出係数を乗じて排出量を算定した結果は、下表

に示すとおりである。 

 

表 314  1990～2003年度の蒸気機関車 N2O排出量（単位：GgN2O） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

排出量 0.001  0.000 0.001 0.001 0.001 0.001  0.001 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

排出量 0.001  0.001 0.001 0.001 0.001 0.001  0.001 

 

⑥ その他特記事項 
・ 特になし。 

⑦ 不確実性評価 
蒸気機関車（CH4）の場合と同様。 

 

表 315 排出量の不確実性算定結果 

排出源 排出係数 
（kgN2O/t） 

排出係数の

不確実性 
（%） 

活動量 
（千 t/年）

活動量の 
不確実性 
（%） 

排出量 
（GgN2O） 

排出量の

不確実性

（%） 
ディーゼル機関車 0.035 5.0 20.8 100.5 0.001 100.6
 

 

⑧ 今後の調査方針 

（a）排出係数 
国内での実測は行われておらず、計測手法も含めて実測の必要があるかどうかについて検討

する。 

（b）活動量の課題 
より適切な活動量の指標があれば、算定方法を更新する。 
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５．船舶（１Ａ３ｄ） 

 

(１) 船舶の航行に伴う排出（1A3d）CH4 

① 背景 
平成 15年度の国内の輸送に伴うエネルギー消費量全体の約 4.8％を内航海運が占めている（「平

成 17 年版交通関係エネルギー要覧」、国土交通省）。用いられる燃料は軽油と重油であるが、エ

ネルギー量としては重油が圧倒的に多い。ここでは内航船舶から排出される CH4の量を算定する。 

② 算定方法 

（a）算定の対象 
各算定基礎期間において内航船舶の航行に伴って排出される CH4の量。 

（b）算定方法の選択 
算定方法は GPG(2000)に示されている Tier 2の推計方法（燃料消費量をモード別、燃料種類別、

エンジン種類別に区分して算定する方法）を用いている。 

（c）算定式 
内航船舶での軽油、A重油、B重油、C重油の各消費量に、それぞれの排出係数を乗じて算定

する。 

AEFE ×=  

E : 内航船舶の航行に伴って排出される CH4の量（kgCH4） 
EF : 内航船舶における軽油、A 重油、B 重油、C 重油それぞれ 1kℓ の消費に伴って

排出される kgで表した CH4の量（kgCH4/kℓ ） 
A : 内航船舶（旅客および貨物）の軽油、A重油、B重油、C重油の各消費量（kℓ ）

 

（d）算定方法の課題 
特になし。 

③ 排出係数 

（a）定義 
内航船舶における軽油、A 重油、B 重油、C 重油それぞれ 1kℓ の消費に伴って排出される kg

で表した CH4の量。 

（b）設定方法 
国内で排出ガスの計測データが蓄積されつつあるが、まだデータ数が少ないため、排出係数は、

1996年改訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.007ｇ/MJ（下表参照）を採用する。 

IPCCデフォルト値は、55隻での陸上試験および 8隻の高負荷航行モードでの測定試験をもと

に排出係数を設定している。 
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軽油の CH4排出係数は、0.25～0.26kg/kℓ である。 

 ※1996年改訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.007ｇ/MJを下式により換算する。 

0.007ｇ/MJ×0.0041868MJ/kcal×低位発熱量(9,200kcal/ℓ ×0.95)＝0.26kg/kℓ  

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

る軽油の標準単位 38.2MJ/ℓ を用いる。 

0.007ｇ/MJ×低位発熱量(38.2MJ/ℓ ×0.95)＝0.25kg/kℓ  

Ａ重油の CH4排出係数は、0.26kg/kℓ である。 

 ※1996年改訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.007ｇ/MJを下式により換算する。 

0.007ｇ/MJ×0.0041868MJ/kcal×低位発熱量(9,300kcal/ℓ ×0.95) ＝0.26kg/kℓ  

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

るＡ重油の標準単位 39.1MJ/ℓ を用いる。 

0.007ｇ/MJ×低位発熱量(39.1MJ/ℓ ×0.95)＝0.26kg/kℓ  

B重油の CH4排出係数は、0.27kg/kℓ である。 

 ※1996年改訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.007ｇ/MJを下式により換算する。 

0.007ｇ/MJ×0.0041868MJ/kcal×低位発熱量(9,600kcal/ℓ ×0.95)＝0.27kg/kℓ  

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

るＢ重油の参考値 40.4MJ/ℓ を用いる。 

0.007ｇ/MJ×低位発熱量(40.4MJ/ℓ ×0.95)＝0.27kg/kℓ  

C重油の CH4排出係数は、0.27～0.28kg/kℓ である。 

 ※1996年改訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.007ｇ/MJを下式により換算する。 

0.007ｇ/MJ×0.0041868MJ/kcal×低位発熱量(9,800kcal/ℓ ×0.95)＝0.27kg/kℓ  

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

るＣ重油の標準単位 41.7MJ/ℓ を用いる。 

0.007ｇ/MJ×低位発熱量(41.7MJ/ℓ ×0.95)＝0.28kg/kℓ  

 

表 316 1996年改訂 IPCCガイドライン 

 

 

（c）排出係数の推移 
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表 317  1990～2003年度の排出係数（単位：kgCH4/kℓ ） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

軽油 0.26  0.26 0.26 0.26 0.26 0.26  0.26 
A重油 0.26  0.26 0.26 0.26 0.26 0.26  0.26 
B重油 0.27  0.27 0.27 0.27 0.27 0.27  0.27 
C重油 0.27  0.27 0.27 0.27 0.27 0.27  0.27 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

軽油 0.26  0.26 0.26 0.25 0.25 0.25  0.25 
A重油 0.26  0.26 0.26 0.26 0.26 0.26  0.26 
B重油 0.27  0.27 0.27 0.27 0.27 0.27  0.27 
C重油 0.27  0.27 0.27 0.28 0.28 0.28  0.28 

 

（d）排出係数の出典 

表 318  排出係数の出典 
資料名 改訂 IPCCガイドライン 
発行日 1996年 

対象データ 軽油、A 重油、B 重油、C 重油のそれぞれの消費に伴う
CH４の排出係数 

 

（e）排出係数の課題 
・ 特になし。 

④ 活動量 

（a）定義 
各算定基礎期間における内航船舶（旅客および貨物）の軽油、A重油、B重油、C重油の各消

費量。 

（b）活動量の把握方法 
「交通関係エネルギー要覧」、「運輸関係エネルギー要覧」の値を採用する。 

（c）活動量の推移 
 

表 319  1990～2003年度の活動量（単位：千 kl） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

軽油 133  148 152 172 197 208  224 
A重油 1,602  1,649 1,571 1,533 1,582 1,625  1,634 
B重油 526  483 350 278 251 215  189 
C重油 2,446  2,622 2,751 2,786 2,848 3,002  3,280 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

軽油 226  208 186 204 178 181 180 
A重油 2,053  1,574 1,562 1,728 1,494 1,629 1,613 
B重油 179  157 163 152 129 99 79 
C重油 3,258  3,126 3,126 3,055 3,156 3,106 3,010 
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（d）活動量の出典 
 

表 320  船舶の航行に伴う燃料消費量の出典 

資料名 平成 12～17年版 交通関係エネルギー要覧、 
平成 9～11年版 運輸関係エネルギー要覧 

発行日 ～2005年 
記載されている

最新のデータ 1990～2003年度のデータ 

対象データ 「3.運輸部門のエネルギー情勢 (1)エネルギー需給 
3-(1)-1 輸送機関別国内エネルギー消費量の推移」 

 

（e）活動量の課題 
・ わが国全体における排出量を算定する際には、下記の燃料消費量が把握されていない。 

   －貨物のうち総トン数 20ｔ未満の船舶による輸送 

   －同一港内における輸送 

   －輸送の両端又はいずれか一方が港湾でない区間の輸送 

   －船舶食料、燃料等の船舶用品の船舶への輸送 

   －河川または湖のみにおける輸送 

⑤ 排出量の推移 
 

表 321  1990～2004年度の排出量（単位：GgCH4） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

軽油 0.03  0.04 0.04 0.04 0.05 0.05  0.06 
A重油 0.42  0.43 0.41 0.40 0.41 0.42  0.43 
B重油 0.14  0.13 0.09 0.08 0.07 0.06  0.05 
C重油 0.66  0.71 0.74 0.75 0.77 0.81  0.89 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

軽油 0.06  0.05 0.05 0.05 0.04 0.05  0.05 
A重油 0.53  0.41 0.41 0.45 0.39 0.42  0.42 
B重油 0.05  0.04 0.04 0.04 0.03 0.03  0.02 
C重油 0.88  0.84 0.84 0.86 0.88 0.87  0.84 

 

⑥ その他特記事項 
・ 特になし。 

⑦ 不確実性評価 

（a）排出係数 

1） 評価方法 
船舶の排出係数は、IPCC ガイドラインのデフォルト値等を採用している。排出係数の不確

実性評価のデシジョンツリーに従い、GPG(2000)に示された不確実性（CH4：2倍）を採用する。 
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表 322 グッドプラクティスガイダンスでの記載 

（船舶からの CH4、N2Oの排出係数の不確実性） 
Experts believe that CO2 emission factors for fuels are generally well determined within ±5%, as 

they are primarily dependent on the carbon content of the fuel. The uncertainty for non-CO2 
emissions, however, is much greater. The uncertainty of the CH4 emission factor may be as a high as 
a factor of two. The uncertainty of the N2O emission factor may be an order of magnitude (i.e. a 
factor of 10). 
   出所）GPG(2000) 

2） 評価結果 
排出係数の不確実性は 200.0％と算定される。 

3） 評価方法の課題 
・ 特になし。 

（b）活動量 

1） 評価方法 
船舶の活動量は「交通関係エネルギー要覧」を出典としているが、その原典は「内航船舶

輸送統計年報」（指定統計）に基づく値である。活動量の不確実性評価のデシジョンツリー

に従い、「内航船舶輸送統計年報」に記載されている精度値（信頼区間 95％）を用いる。 

2） 評価結果 
2003年度の船舶の活動量の不確実性は、15.13％である。 

 

表 323  活動量の不確実性 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

燃料消費量 11.3% 10.0% 9.2% 10.6% 10.8% 11.3% 11.0%

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

燃料消費量 11.0% 12.0% 11.5% 16.08% 15.38% 14.04% 15.13%

出所）国土交通省「内航船舶輸送統計年報」 

 

3） 評価方法の課題 
・ 燃料別の活動量の不確実性を検討する必要がある。 

（c）排出量 
排出量の不確実性は、排出係数の不確実性と活動量の不確実性を用いて次式のとおり算定する。 

22
AEF UUU +=  

U : 排出量の不確実性 
UEF : 排出係数の不確実性 
UA : 活動量の不確実性 
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表 324  排出量の不確実性算定結果（2003年度） 

排出源 排出係数 
（kgCH4/kl） 

排出係数の

不確実性 
（%） 

活動量 
（千 kl/年）

活動量の 
不確実性 
（%） 

排出量 
（GgCH4） 

排出量の

不確実性

（%） 
内航船舶（軽油） 0.25 200.0 180 15.1 0.05  200.6
内航船舶（Ａ重油） 0.26 200.0 1,613 15.1 0.42  200.6
内航船舶（Ｂ重油） 0.27 200.0 79 15.1 0.02  200.6
内航船舶（Ｃ重油） 0.28 200.0 3,010 15.1 0.84  200.6
 

⑧ 今後の調査方針 
船舶の排出係数については国内での実測調査は少なく、計測方法も含めて実測する必要がある

かどうかについて検討する。 
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(２) 船舶の航行に伴う排出（1A3d）N2O 

① 背景 
平成 15年度の国内の輸送に伴うエネルギー消費量全体の約 4.8％を内航海運が占めている（「平

成 17 年版交通関係エネルギー要覧」、国土交通省）。用いられる燃料は軽油と重油であるが、エ

ネルギー量としては重油が圧倒的に多い。ここでは内航船舶から排出される N2Oの量を算定する。 

② 算定方法 

（a）算定の対象 
各算定基礎期間において内航船舶の航行に伴って排出される N2Oの量。 

（b）算定方法の選択 
CH4の場合と同様。 

（c）算定式 
内航船舶での軽油、A重油、B重油、C重油の各消費量に、それぞれの排出係数を乗じて算定

する。 

AEFE ×=  

E : 内航船舶の航行に伴って排出される N2Oの量（kg N2O） 
EF : 内航船舶における軽油、A重油、B重油、C重油それぞれ１kℓ の消費に伴って

排出されるｋｇで表した N2Oの量（kg N2O /kℓ ） 
A : 内航船舶（旅客および貨物）の軽油、A重油、B重油、C重油の各消費量（kℓ ）

 

（d）算定方法の課題 
特になし。 

③ 排出係数 

（a）定義 
内航船舶における軽油、A重油、B重油、C重油それぞれの１klの消費に伴って排出されるｋ

ｇで表した N2Oの量。 

（b）設定方法 
国内で排出ガスの計測データが蓄積されつつある。しかしながらまだデータ数が少ないため、

排出係数は、1996年改訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.002ｇ/MJ（下表参照）を採用する。 

軽油の N2O排出係数は、0.073kg/kℓ である。 

 ※1996年改訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.002ｇ/MJを下式により換算する。 

0.002ｇ/MJ×0.0041868MJ/kcal×低位発熱量(9,200kcal/ℓ ×0.95)＝0.073kg/kℓ  

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

る軽油の標準単位 38.2MJ/ℓ を用いる。 
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0.002ｇ/MJ×低位発熱量(38.2MJ/ℓ ×0.95)＝0.073kg/kℓ  

Ａ重油の N2O排出係数は、0.074kg/kℓ である。 

 ※1996年改訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.002ｇ/MJを下式により換算する。 

0.002ｇ/MJ×0.0041868MJ/kcal×低位発熱量(9,300kcal/ℓ ×0.95) ＝0.074kg/kℓ  

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

るＡ重油の標準単位 39.1MJ/ℓ を用いる。 

0.002ｇ/MJ×低位発熱量(39.1MJ/ℓ ×0.95)＝0.074kg/kℓ  

B重油の N2O排出係数は、0.076～0.077kg/kℓ である。 

 ※1996年改訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.002ｇ/MJを下式により換算する。 

0.002ｇ/MJ×0.0041868MJ/kcal×低位発熱量(9,600kcal/ℓ ×0.95)＝0.076kg/kℓ  

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

るＢ重油の参考値 40.4MJ/ℓ を用いる。 

0.002ｇ/MJ×低位発熱量(40.4MJ/ℓ ×0.95)＝0.077kg/kℓ  

C重油の N2O排出係数は、0.078～0.079kg/kℓ である。 

 ※1996年改訂 IPCCガイドラインのデフォルト値 0.002ｇ/MJを下式により換算する。 

0.002ｇ/MJ×0.0041868MJ/kcal×低位発熱量(9,800kcal/ℓ ×0.95)＝0.078kg/kℓ  

平成 12年度以降は、改訂後の「エネルギー源別標準発熱量表」（資源エネルギー庁）によ

るＣ重油の標準単位 41.7MJ/ℓ を用いる。 

0.002ｇ/MJ×低位発熱量(41.7MJ/ℓ ×0.95)＝0.079kg/kℓ  

 

表 325 1996年改訂 IPCCガイドライン 

 

 

（c）排出係数の推移 
 

表 326  1990～2003年度の排出係数（単位：kgN2O/kℓ ） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

軽油 0.073  0.073 0.073 0.073 0.073 0.073  0.073 
A重油 0.074  0.074 0.074 0.074 0.074 0.074  0.074 
B重油 0.076  0.076 0.076 0.076 0.076 0.076  0.076 
C重油 0.078  0.078 0.078 0.078 0.078 0.078  0.078 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

軽油 0.073  0.073 0.073 0.073 0.073 0.073  0.073 
A重油 0.074  0.074 0.074 0.074 0.074 0.074  0.074 
B重油 0.076  0.076 0.076 0.077 0.077 0.077  0.077 
C重油 0.078  0.078 0.078 0.079 0.079 0.079  0.079 
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（d）排出係数の出典 

表 327  排出係数の出典 
資料名 IPCCガイドライン 
発行日 1996年 

対象データ 軽油、A 重油、B 重油、C 重油のそれぞれの消費に伴う
N2Oの排出係数 

 

（e）排出係数の課題 
・ 実測例が少ない。 

④ 活動量 
CH4の場合と同様。内航船舶（旅客および貨物）の軽油、A重油、B重油、C重油の各消費量。 

 

表 328  1990～2003年度の活動量（単位：千 kl） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

軽油 133  148 152 172 197 208  224 
A重油 1,602  1,649 1,571 1,533 1,582 1,625  1,634 
B重油 526  483 350 278 251 215  189 
C重油 2,446  2,622 2,751 2,786 2,848 3,002  3,280 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

軽油 226  208 186 204 178 181 180 
A重油 2,053  1,574 1,562 1,728 1,494 1,629 1,613 
B重油 179  157 163 152 129 99 79 
C重油 3,258  3,126 3,126 3,055 3,156 3,106 3,010 

 

⑤ 排出量の推移 

表 329  1990～2003年度の排出量（単位：GgN2O） 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

軽油 0.01  0.01 0.01 0.01 0.01 0.02  0.02 
A重油 0.12  0.12 0.12 0.11 0.12 0.12  0.12 
B重油 0.04  0.04 0.03 0.02 0.02 0.02  0.01 
C重油 0.19  0.20 0.21 0.22 0.22 0.23  0.26 

 
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

軽油 0.02  0.02 0.01 0.01 0.01 0.01  0.01 
A重油 0.15  0.12 0.12 0.13 0.11 0.12  0.12 
B重油 0.01  0.01 0.01 0.01 0.01 0.01  0.01 
C重油 0.25  0.24 0.24 0.24 0.25 0.25  0.24 

⑥ その他特記事項 
・ 特になし。 
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⑦ 不確実性評価 

（a）排出係数 

1） 評価方法 
船舶の排出係数は、IPCC ガイドラインのデフォルト値等を採用している。排出係数の不確

実性評価のデシジョンツリーに従い、GPG(2000)に示された不確実性（N2O：10 倍）を採用す

る（CH4の項を参照）。 

2） 評価結果 
排出係数の不確実性は 1000.0％と算定される。 

3） 評価方法の課題 
・ 特になし。 

（b）活動量 
CH4の場合と同様。2003年度の船舶の活動量の不確実性は、15.13％である。 

（c）排出量 
排出量の不確実性は、排出係数の不確実性と活動量の不確実性を用いて次式のとおり算定する。 

22
AEF UUU +=  

U : 排出量の不確実性 
UEF : 排出係数の不確実性 
UA : 活動量の不確実性 

 

表 330  排出量の不確実性算定結果（2003年度） 

排出源 排出係数 
（kgN2O/kl） 

排出係数の

不確実性 
（%） 

活動量 
（千 kl/年）

活動量の 
不確実性 
（%） 

排出量 
（GgN2O） 

排出量の

不確実性

（%） 
内航船舶（軽油） 0.073  1000.0 180 15.1 0.01  1000.1
内航船舶（Ａ重油） 0.074  1000.0 1,613 15.1 0.12  1000.1
内航船舶（Ｂ重油） 0.077  1000.0 79 15.1 0.01  1000.1
内航船舶（Ｃ重油） 0.079  1000.0 3,010 15.1 0.24  1000.1
 

⑧ 今後の調査方針 
船舶の排出係数については国内での実測調査は少なく、計測方法も含めて実測する必要がある

かどうかについて検討する。 

 


